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平成29年7月27日 

各 位 

会社名 株式会社大和証券グループ本社 

代表者名    執行役社長 中田 誠司 

 （コード番号 8601 東証・名証（第1部）） 
 
 
 
 
 

連結自己資本規制比率及び連結レバレッジ比率に関するお知らせ 

－ 経営の健全性の状況（平成 29 年 3 月末）－ 
 

 

金融商品取引法第57条の17の規定に基づく大和証券グループ本社の経営の健全性の状況 

（平成29年3月末）について下記のとおりお知らせいたします。 
 
 
 
 

          
 

   記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜お問い合わせ先＞ 
大和証券グループ本社 広報部 鈴木・青山・木下・大橋・桑原（Tel．03-5555-1165） 
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自己資本の構成に関する開示事項 

 
当最終指定親会社 経過措置に

四半期末 よる不算入額

（１）

普通株式に係る株主資本の額 1,161,825        

うち、資本金及び資本剰余金の額 478,109           

うち、利益剰余金の額 718,238           

うち、自己株式の額 （△） 12,719            

うち、社外流出予定額（△） 21,804            

うち、上記以外に該当するものの額 -                    

普通株式に係る新株予約権の額 8,729              

53,803            13,450           

-                    

非支配株主持分の額 -                    

（イ） 1,224,357        

（２）

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 4,882              1,220            

67,595            16,898           

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 307                 76                 

繰延ヘッジ損益の額 △143 △35 

適格引当金不足額 -                    -                   

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 -                    -                   

-                    -                   

退職給付に係る資産の額 -                    -                   

240                 60                 

-                    -                   

13,775            3,443            

特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                    -                   

-                    -                   

-                    -                   

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                    -                   

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                    -                   

-                    -                   

-                    -                   

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                    -                   

その他Ｔｉｅｒ１資本不足額 6,507              

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る調整項目の額   (ロ) 93,163             

普通株式等Ｔier１資本の額　((イ) - (ロ)) (ハ) 1,131,194        

　普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る基礎項目

　普通株式等Tier1資本に係る調整項目

　普通株式等Ｔｉｅｒ１資本
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29
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25
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19+20+21

19

9
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1b

3

5

6

8+9

8

少数出資金融機関等の普通株式の額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に関連するも

のの額

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

国際様式の

該当番号

1a+2-1c-26

1a

2

1c

26

18,119           

-                    

72,477            

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外のものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に関連するも

のの額

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

項目

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る調整後非支配株主持分の額

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額

 
  
 
 
 
 

(単位 百万円, ％) 
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当最終指定親会社 経過措置に

四半期末 よる不算入額

（３）

31a その他Ｔier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 -                    

31b その他Ｔier1資本調達手段に係る新株予約権の額 -                    

32 その他Ｔier1資本調達手段に係る負債の額 -                    

-                    

-                    

-                    

-                    

-                    

1,466

うち、外国為替換算調整 1,379

その他Ｔier1資本に係る基礎項目の額　　　　 (ニ) 1,466

自己保有その他Ｔｉｅｒ１資本調達手段の額 -                    -                   

-                    -                   

2,987              746               

-                    -                   

1,220              

のれん 1,220              

Ｔｉｅｒ2資本不足額 3,765              

その他Ｔier1資本に係る調整項目の額　　　 (ホ) 7,973              

その他Tier1資本の額  ((ニ) - (ホ))       (ヘ) -                    

Tier1資本の額  ((ハ) +  (ヘ))       (ト) 1,131,194        

（４）

Ｔier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 -                    

Ｔier2資本調達手段に係る新株予約権の額 -                    

Ｔier2資本調達手段に係る負債の額 -                    

-                    

Ｔier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 -                    

-                    -              

-                    -              

-                    -              
-                    

うち、一般貸倒引当金Tier2算入額 -                    

うち、適格引当金Tier2算入額 -                    

7,354              

その他有価証券評価差額金及び繰延ヘッジ損益 7,354              

Ｔｉｅｒ2資本に係る基礎項目の額　　　　　 (チ) 7,354              

うち、最終指定親会社の連結子法人等（最終指定親会社の特別目的会社等を除く。）の

発行する資本調達手段の額

項目

特別目的会社等の発行するその他Ｔier1資本調達手段の額

うち、最終指定親会社及び最終指定親会社の特別目的会社等の発行する資本調達手

段の額

少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額

特別目的会社等の発行するＴier2資本調達手段の額

経過措置によりＴier2資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額

適格旧Ｔｉｅｒ2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎項目の額に含まれる額

一般貸倒引当金Ｔier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の合計額

その他Ｔier1資本に係る調整後非支配株主持分等の額

意図的に保有している他の金融機関等のその他Ｔier１資本調達手段の額

うち、最終指定親会社及び最終指定親会社の特別目的会社等の発行する資本調達手

段の額

うち、最終指定親会社の連結子法人等（最終指定親会社の特別目的会社等を除く。）の

発行する資本調達手段の額

適格旧Ｔｉｅｒ1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係る基礎項目の額に含まれる額

経過措置によりその他Ｔier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額

経過措置によりその他Ｔier1資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計額

34-35

33+35

33

国際様式の

該当番号

35

36

37

38

39

40

42

43

44

45

46

48-49

　Tier1資本

　Tier2資本に係る基礎項目　

47+49

47

49

50

50a

50b

51

　その他Ｔier1資本に係る基礎項目　

30

　その他Ｔier1資本に係る調整項目

　その他Ｔier1資本

 

 

 

 

 

(単位 百万円, ％,) 
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当最終指定親会社 経過措置に

四半期末 よる不算入額

自己保有Ｔier2資本調達手段の額 -                    -                   

-                    -                   

11,120            2,780            

-                    -                   

-                    

Ｔier2資本に係る調整項目の額 　　　 (リ) 11,120             

Ｔier2資本の額　((チ) - (リ))        (ヌ) -                    

総自己資本の額 ((ト)＋(ヌ))    (ル) 1,131,194        

（５）

23,946              

少数出資金融機関等の資本調達手段 6,970               

無形固定資産（のれんを除く。） 16,898              

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。） 76                   

リスク・アセットの額の合計額　　　　　 (ヲ) 4,996,323        

　連結普通株式等Ｔier1比率　((ハ) / (ヲ)) 22.6%

　連結Ｔier1比率　　((ト) / (ヲ)) 22.6%

　連結総自己資本規制比率　((ル) / (ヲ)) 22.6%

（６）

114,670            

35,849              

-                     

12,435              

（７）

一般貸倒引当金の額 -                     

一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 -                     

-                     

適格引当金に係るＴier2資本算入上限額 -                     

（８）

適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 -                     

-                     

適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 -                     

-                     
85

　Ｔier2資本

　総自己資本

79

82

83

84

　資本調達手段に係る経過措置に関する事項　　

適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額を控除した

額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

76

77

78

　Ｔier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項　

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額

内部格付手法採用最終指定親会社において、適格引当金の合計額から事業法人等向けエク

スポージャー及びリテール向けエクスポージャーの期待損失額の合計額を控除した額（当該額

が零を下回る場合にあっては、零とする。）

73

74

　調整項目に係る参考事項　

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不算入額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に係る調整項目不算入

額

75

62

　リスク・アセット　

　連結自己資本規制比率

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額の合計額

63

72

55

57

58

59

60

61

国際様式の

該当番号

52

53

54

　Tier2資本に係る調整項目

意図的に保有している他の金融機関等のＴier2資本調達手段の額

項目

少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額

適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額を控除した

額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

経過措置によりＴier2資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計額

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に係る調整項目不算入額

その他金融機関等のTier2資本調達手段の額

 

 

 

 

 

 

(単位 百万円, ％,) 
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定性的な開示事項 

 
1. 連結の範囲に関する事項 

イ 連結自己資本規制比率を算出する対象となる会社の集団（会社グループ）に属する会社と連結 
財務諸表提出会社として作成された連結財務諸表における連結の範囲に含まれる会社との相違点

及び当該相違点の生じた原因 
   相違点はありません。 

ロ 会社グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容 

    連結子会社の数               52社   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ハ 連結自己資本規制比率告示第 9 条の規定が適用される金融業務を営む関連会社等の数並びに当該

金融業務を営む関連会社等の名称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並びに主要な業務の

内容 
   比例連結の方法を適用している金融業務を営む関連法人等はありません。 
 
ニ 会社グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び会社グループに属しない

会社であって会計連結範囲に含まれるものの名称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並び

に主要な業務の内容 
    該当ありません。 
         
ホ 会社グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限などの概要 
      グループ内の資金及び自己資本の移動に係る特別な制限等はありません。 
 
 

大和証券株式会社 有価証券関連業、投資助言・代理業

大和証券投資信託委託株式会社 投資運用業、投資助言・代理業

株式会社大和総研ホールディングス 子会社の統合・管理

株式会社大和証券ビジネスセンター 事務代行業

大和プロパティ株式会社 不動産賃貸業

株式会社大和ネクスト銀行 銀行業

株式会社大和総研 情報サービス業

株式会社大和総研ビジネス・イノベーション 情報サービス業

大和企業投資株式会社 投資業

投資業

大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社 投資業

大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社 投資運用業、投資助言・代理業

大和証券キャピタル・マーケッツヨーロッパリミテッド 有価証券関連業

大和証券キャピタル・マーケッツ香港リミテッド 有価証券関連業

大和証券キャピタル・マーケッツシンガポールリミテッド 有価証券関連業

子会社の統合・管理

大和証券キャピタル・マーケッツアメリカInc. 有価証券関連業

大和証券キャピタル・マーケッツアメリカホールディングスInc.

大和ＰＩパートナーズ株式会社

主要な業務の内容主要な連結子会社の名称
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2.  自己資本の充実度に関する評価方法の概要 

当社グループでは、自己資本の充実を図るため、「経済資本管理規程」及び「規制資本管理規程」を定め、

自己資本の充実度を経済資本及び規制資本により評価しております。 
（経済資本） 

当社グループでは、リスクアペタイト・フレームワークに基づいて自己資本から一定のストレス状況に耐え

うる資本バッファ等を考慮の上、主要なグループ会社等に対し経済資本を配賦しております。経済資本配賦の

際には、グループ会社等の過去のリスク量実績や業務運営方針・予算等を考慮した上で決定しております。グ

ループ会社等が業務運営に伴い保有するリスクを計量化し、当該リスク量が配賦した経済資本の範囲内に収ま

っていることを確認することにより、自己資本の充実度を評価しています。 
（規制資本） 

   法令上の最低所要自己資本規制比率を上回る自己資本を確保するだけでなく、社内の警戒水準を設定してリ

スクに見合う十分な自己資本が確保されているかを定期的に評価しています。 
 

3.  信用リスクに関する事項 

イ  リスク管理の方針及び手続の概要  
（信用リスク管理の基本方針） 

    当社グループのトレーディング業務における信用リスクには取引先リスクと発行体リスクがあります。 
取引先リスクについては、当社グループが一取引先グループに対して許容できる与信相当額の上限を設定

し、定期的にモニタリングしております。加えて、取引先リスク全体のリスク量にも限度額を設定していま

す。また、マーケットメイクにより保有する金融商品の発行体リスクについてもリスク量をモニタリングし

ています。 
当社グループは、商品提供や資産運用・投資を行うことに伴い、様々な商品・取引のエクスポージャーが

特定の取引先グループに集中するリスクがあります。当該取引先グループの信用状況が悪化した場合、大幅

な損失が発生する可能性があるため、一取引先グループに対するエクスポージャーの合計に対し限度額を設

定し、定期的にモニタリングしています。 
 （貸倒引当金） 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については財務内容評価法により計上しております。 
（信用リスク・アセットの算出）        

   信用リスク・アセットの算出にあたっては、「標準的手法」を採用しております。 
 

   ロ  リスクウェイトの判定に使用する格付機関等の名称 
   リスクウェイトの判定において次の格付機関を採用しております。 
    株式会社格付投資情報センター 
     株式会社日本格付研究所 

        ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク 

     S&Pグローバル・レーティング 
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4.  信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 

 （信用リスク削減手法の基本方針） 
債権保全の手段として、主に担保を利用しています。担保の種類は、原則として現金や流動性の高い有価証券

となっています。担保は日次で時価評価し、エクスポージャーの変動をモニタリングしています。担保の種類別

の残高もモニタリングの対象となっています。 
また、派生商品取引及びレポ取引では、原則として相対ネッティング契約を締結しております。 
法的な有効性を確認できる相対ネッティング契約については信用リスク削減手法を適用しております。 

信用リスク削減手法については「包括的手法」を採用しております。 
 
5.  派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概

要   
     

派生商品取引においては、事前に取引相手の審査が行われ、信用状況等を確認できた場合に限って与信枠が付

与されます。取引が継続している間は、日次でエクスポージャーと担保時価が計算・比較され、必要に応じて担

保の授受が行われています。 
長期決済期間取引についても同様に、事前の審査により、与信枠が付与された相手のみが取引可能になってい

ます。 
これらの取引先の与信枠は定期的に見直しが行われています。また、担保で保全されていない部分のエクスポ

ージャーについては、将来の期待エクスポージャーをシミュレーションで計算する方式と、与信相当額を時価や

想定元本など用いて計算する方式を併用し、市場で観測される CDS スプレッドや社内格付と取引の残存期間に

応じた引当率で引当金を計算しています。 
 経済資本は、信用VaRの値を基準に配賦され、原則として半年毎に見直しが行われています。 
なお、自己の信用力の悪化により追加的に担保を提供する必要が生じますが、その金額はモニタリングの対象

となっており、問題ない水準と考えております。 
 

6.  証券化エクスポージャーに関する事項  
 イ リスク管理の方針及び手続の概要  

当社グループは、原則、投資家として証券化取引に関与しており、投資及びトレーディング勘定において証

券化商品を保有しております。 
当該証券化商品については、独立した部署が、保有残高や信用状況について定期的なモニタリングを実施し

ております。 
 
 ロ 連結自己資本規制比率告示第 227 条第 4 項第３号から第 6 号までに規定する体制の整備及びその

運用状況の概要   
   証券化エクスポージャーの包括的なリスク特性、その裏付資産に関する包括的なリスク特性及びパフォーマ

ンスに係る情報、証券化取引についての構造上の特性等を把握するため、定期的に証券化エクスポージャーに

関する情報をモニタリングしています。 
 
 ハ  信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針 
    該当ありません。 
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 ニ 信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称 
    標準的手法を採用しております。 
 
 ホ マーケット・リスク相当額の算出に使用する方式の名称 
       一般市場リスクについては内部モデル方式、個別リスクについては標準的方式を採用しております。 
 
 ヘ  証券化目的導管体を用いて第三者の資産に係る証券化取引を行った場合の当該証券化目的導 

管体の種類及び当該証券化エクスポージャーを保有しているかどうかの別 
   該当ありません。 
  

 ト 当社グループの子会社等（連結子法人等を除く）及び関連法人等のうち、当社グループが行った証

券化取引（当社グループが証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を含む。）に係る証券化エ

クスポージャーを保有しているものの名称 
     該当ありません。 

 
 チ  証券化取引に関する会計方針  
     証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識、その評価及び会計処理については、「金

融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)等に準拠しております。 
 
 リ  リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称 
     証券化エクスポージャーに関するリスクウェイトの判定において次の格付機関を採用しております。 
    株式会社格付投資情報センター 
     株式会社日本格付研究所 

        ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク 

     S&Pグローバル・レーティング 

   フィッチレーティングスリミテッド 
 
 ヌ  内部評価方式を用いている場合には、その概要 
    該当ありません。 
 
 ル 定量的な情報に重要な変更が生じた場合には、その内容 
     該当ありません。 
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7.  マーケット・リスクに関する事項   

 イ  リスク管理の方針及び手続の概要   
   当社グループのトレーディング業務では、損益変動の抑制のために適宜ヘッジを実施していますが、ストレ

ス時にはヘッジが有効に機能しなくなる可能性があるため、財務状況や対象部門のビジネスプラン・予算等を

勘案した上で、VaR（一定の信頼水準のもとでの最大予想損失額）及び各種ストレステストによる損失見積り

が自己資本の範囲内に収まるように、それぞれ限度枠を設定しています。その他、ポジション、感応度等にも

限度枠を設定しております。当社のリスク管理部署ではグループ全体の市場リスクの状況をモニタリングし、

経営陣に日次で報告しております。 
 
ロ マーケット・リスク相当額の算出に使用する方式の名称   
（１）内部モデル方式 

大和証券株式会社、海外子会社、株式会社大和ネクスト銀行（特定取引）の一般市場リスク 
（２）標準的方式 

･ 個別リスク 
･（１）に記載の会社以外の一般市場リスク 
 

ハ 取引の特性に応じて適切に価格を評価するための方法 
   時価算出に関する規程やマニュアルを定め、トレーディングを行う部署から独立した部署が、評価価格及

び算出方法の妥当性について検証を行っております。これらについては定期的に外部監査を受けております。 
 

 ニ  内部モデル方式のモデルの概要並びにバック・テスティング及びストレステストの説明      
      一定の信頼水準のもとでの最大予想損失額を示す VaR 及び一定のストレス期間のもとでの最大予想損失額

を示すストレス VaR を内部モデル方式で使用しております。その際、過去のマーケットの変動をそのままシ

ナリオとして使用するヒストリカル・シミュレーション法を採用しております。当社グループでは算出された

VaRと損益を比較するバック・テスティングを実施し、モデルの有効性を検証しております。また、一定期間

のデータに基づいて統計的仮定により算出した VaR の他、過去の大幅なマーケット変動にもとづくシナリオ

や、仮想的なストレスイベントにもとづくシナリオを用いて、ストレステストも実施しています。 
 
 ホ  追加的リスクを内部モデルで計測している場合、当該モデルの概要 
    該当ありません。 
 
 ヘ  包括的リスクを内部モデルで計測している場合、当該モデルの概要 
    該当ありません。 
 
 
 
 
 
 



10 

 ト  マーケット・リスクに対する自己資本の充実度を内部的に評価する際に用いている各種の前提及び

評価の方法 
     ヒストリカル・シミュレーション法の前提は以下のとおりです。 

（１）VaR 
・保有期間：10営業日 
・観測期間：過去520営業日 
・信頼水準：99％ 
（２）ストレスVaR 
・保有期間：10営業日 
・観測期間：ストレス期間260営業日 
・信頼水準：99％ 

 

8.  オペレーショナル・リスクに関する事項  

イ リスク管理の方針及び手続の概要 
   業務の高度化・多様化、システム化の進展等に伴い様々なリスクが生じており、オペレーショナル・リス

ク管理の重要性は年々高まっています。 
当社グループの主要なグループ各社では、当社のオペレーショナル・リスク管理に関する規程に基づき、

RCSA（リスク・コントロール・セルフアセスメント）を実施する等、適切なオペレーショナル・リスク管

理を行っております。加えて、権限の厳正化、人為的ミス削減のための事務処理の機械化、業務マニュアル

の整備等の必要な対策を講じており、グループ各社の事業特性に応じたオペレーショナル・リスクの削減に

努めております。 
 
ロ オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称 
     基礎的手法を採用しております。 
 

9.  トレーディング業務以外の出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び   

手続の概要   

   当社グループはトレーディング業務以外にも、投資業務、取引関係上の目的等で投資有価証券等を保有して

おります。各業務において特有のリスク特性があるため、それらに応じた市場リスク管理、信用リスク管理等

の枠組みに基づきリスク量を計測する等適切な方法でリスク管理を行っております。 
   当社が出資する子会社については当該子会社の資産・負債等を、関連会社については当該関連会社に対する

当社の出資等をリスク管理の対象とし、管理区分に応じた適切なリスク管理を行っております。 
      その他有価証券の時価のある株式等については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認

められるものについては移動平均法による原価法で計上しております。 
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10.  トレーディング業務以外の取引から生じる金利リスクに関する事項 

イ リスク管理の方針及び手続の概要 
      当社グループにおけるトレーディング業務以外の取引については、主に大和ネクスト銀行が保有する資

産・負債から金利リスクが生じます。 
大和ネクスト銀行では、管理すべきリスクカテゴリー毎に管理方針及び管理体制を定めています。また、

リスク管理の協議・決定機関として、取締役会の下部組織であるリスクマネジメント委員会（信用・市場・

流動性リスクの管理・運営に関する重要事項を審議）等を設置しています。取締役会やリスクマネジメント

委員会等で各種限度額を設定し、その範囲内で業務運営を行うことによりリスクをコントロールしておりま

す。 
 

ロ  内部管理上使用したトレーディング業務以外の取引から生じる金利リスク算定手法の概要 

（１） 金融資産及び金融負債（銀行業務を行う子会社が保有する金融資産及び金融負債除く） 

金利リスクの影響を受ける主たる金融資産・金融負債は「社債」及び「長期借入金」であり、金利が 10
ベーシス・ポイント（0.1％）変動したものと想定した場合の時価の変動額を算出しております。 

（２） 銀行業務を行う子会社で保有する金融資産及び金融負債 

銀行業務を行う子会社では、金融資産及び金融負債について、保有期間１年、過去５年の観測期間で計測

される金利変動の99パーセンタイル値を用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの

管理にあたっての定量的分析に利用しております。 

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に

残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。なお、全体の資産ないし負債の 5％に満たない通

貨については、一律上下200ベーシス・ポイント（2％）の平行移動による金利ショックを採用し当該変動額

を算定しております。 
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11. 連結自己資本規制比率告示第３条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合における
連結貸借対照表の各科目の額及びこれらの科目が前項に定める自己資本の構成に関する開示項
目のいずれに相当するかについての説明 

 
 

自己資本の構成に関

する開示の参照番号

会計上の

連結貸借対照表

告示第３条の規定に基づく

連結貸借対照表

資産の部

流動資産

　現金・預金 3,828,674 3,828,674

　預託金 336,338 336,338

　受取手形及び売掛金 16,649 16,649

18, 39, 54, 72, 73 　有価証券 1,742,127 1,742,127

16, 18, 39, 54,

72, 73
　トレーディング商品 6,546,229 6,546,229

18, 39, 54, 72, 73 　営業投資有価証券 125,040 125,040

　投資損失引当金 △ 11,052 △ 11,052

　営業貸付金 655,709 655,709

　仕掛品 1,285 1,285

　信用取引資産 202,530 202,530

　有価証券担保貸付金 5,305,518 5,305,518

　立替金 26,345 26,345

　短期貸付金 606 606

　未収収益 35,380 35,380

10, 75 　繰延税金資産 8,023 8,023

　その他の流動資産 440,034 440,034

　貸倒引当金 △ 502 △ 502

　流動資産計 19,258,940 19,258,940

固定資産

　有形固定資産 124,980 124,980

　無形固定資産 90,596 90,596

8 　　　のれん 6,103 6,103

9 　　　のれん以外 84,492 84,492

　投資その他の資産 352,779 352,779

18, 39, 54, 72, 73        投資有価証券 318,751 318,751

10, 75 　　　繰延税金資産 4,796 4,796

　　　上記以外 29,231 29,231

　固定資産計 568,356 568,356

資産合計 19,827,296 19,827,296  
 

 

 

(単位 百万円) 
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自己資本の構成に関

する開示の参照番号

会計上の

連結貸借対照表

告示第３条の規定に基づく

連結貸借対照表

負債の部 

流動負債

　支払手形及び買掛金 8,166 8,166

　トレーディング商品 4,658,595 4,658,595

  約定見返勘定 216,836 216,836

　信用取引負債 62,377 62,377

　有価証券担保借入金 6,018,813 6,018,813

　銀行業における預金 2,985,733 2,985,733

　預り金 256,873 256,873

　受入保証金 418,039 418,039

　短期借入金 918,954 918,954

　コマーシャルペーパー - -

　１年内償還予定の社債 278,237 278,237

　未払法人税等 15,084 15,084

　繰延税金負債 1,790 1,790

　賞与引当金 30,872 30,872

　その他の流動負債 137,494 137,494

固定負債

　社債 1,219,344 1,219,344

　長期借入金 1,179,264 1,179,264

　繰延税金負債 10,234 10,234

　退職給付に係る負債 39,791 39,791

　訴訟損失引当金 15,903 15,903

　その他の固定負債 7,527 7,527

特別法上の準備金 3,929 3,929

負債合計 18,483,863 18,483,863

純資産の部

株主資本

1a 　 資本金　 247,397 247,397

1a 　 資本剰余金 230,712 230,712

2 　 利益剰余金 718,238 718,238

1c    自己株式 △ 12,719 △ 12,719

1c 　 自己株式申込証拠金 7 7

株主資本合計 1,183,636 1,183,636

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金 59,922 59,922

11 　繰延ヘッジ損益 435 435

　為替換算調整勘定 6,896 6,896

3 その他の包括利益累計額 67,254 67,254

1b 新株予約権 8,729 8,729

34-35, 48-49 非支配株主持分 83,813 83,813

純資産合計 1,343,433 1,343,433  

 

(単位 百万円) 
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定量的な開示事項 

 
１. その他金融機関等であって最終指定親会社の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資

本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額 
      

該当ありません。 
 
 

２. 自己資本の充実度に関する事項 

 

   信用リスクに対する所要自己資本の額      

資産（オン・バランス）項目

1.現金

2.我が国の中央政府及び中央銀行

3.外国の中央政府及び中央銀行

4.国際決済銀行等

5.我が国の地方公共団体

6.外国の中央政府等以外の公共部門

7.国際開発銀行

8.地方公共団体金融機構

9.我が国の政府関係機関

10.地方三公社

11.金融機関及び第一種金融商品取引業者

12.法人等

13.中小企業等及び個人　(75%のリスクウェイトを適用したもの）

14.抵当権付住宅ローン

15.不動産取得等事業

16.三月以上延滞等

17.取立未済手形

18.信用保証協会等による保証付

19.株式会社企業再生支援機構による保証付

20.出資等

21.上記以外

22.証券化（オリジネーターの場合）

23.証券化（オリジネーター以外の場合）

24.ファンド

99,389             

14,672             

8,867              

1,920              

24,671             

-                     

-                     

平成29年3月末

-                     

-                     

-                     

-                     

10,661             

-                     

18,599             

1,038              

-                     

-                     

18,662             

-                     

18                   

-                     

67                   

-                     

165                 

44                   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 
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オフバランス取引等項目

2.原契約期間が1年以下のコミットメント

3.短期の貿易関連偶発債務

4.特定の取引に係る偶発債務

5.ＮＩＦ又はＲＵＦ

6.原契約期間が1年超のコミットメント

7.内部格付手法におけるコミットメント

8.信用供与に直接的に代替する偶発債務

9.買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等

10.先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券

11.有価証券の貸付、預金若しくは有価証券による担保の提供

12.派生商品取引

13.長期決済期間取引

14.未決済取引

16.上記以外のオフバランスの証券化エクスポージャー

CVAリスク相当額

中央清算機関 関連エクスポージャー

信用リスクに対する所要自己資本の額

515                 

平成29年3月末

-                     

190                 

19,803             

-                     

172                 

1.任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント -                     

63                   

-                     

151                 

-                     

-                     

15. 証券化エクスポージャーに係る適格流動性補完及び適格なサービ サー・キャッシュ・アドバンス

-                     

28,897             

3,011              

206,374           

-                     

49,795             

54,178             

1                     

 
(注) 内部格付手法が適用されるポートフォリオ、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーは該当ありません。 

 
マーケット・リスクに対する所要自己資本の額 

標準的方式

金利リスク

株式リスク

外国為替リスク

コモディティ・リスク

オプション取引

内部モデル方式

マーケット・リスクに対する所要自己資本の額

6,841              

45,279             

-                     

平成29年3月末

66,963             

14,731             

43,303             

110,267           

-                     

 
  
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 

基礎的手法

粗利益配分方式

先進的計測手法

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額

-                    

83,063             

平成29年3月末

83,063             

-                    

 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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  連結総所要自己資本額 
 

信用リスクに対する所要自己資本の額

マーケット・リスクに対する所要自己資本の額

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額

連結総所要自己資本の額

206,374           

399,704           

110,267           

83,063             

平成29年3月末

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 



17 

3.  信用リスク（信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポー

ジャーを除く）に関する事項 
 
信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の内訳 
 

エクスポージャーの額

日本

海外

地域別合計

ソブリン

金融機関

法人

個人

CCP

その他

業種別合計

１年以下

１年超３年以下

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超

残存期間別合計

1,297,717    

4,793,826  

33,811       

うち三月以上延滞

1,313,163    

334,698       

3,526,047    

203,857      

587,366     

5,356,469   

2,111,247  

-               

96,516       

9,844          

195,593    64        

1,988,126   

667,614     

588,683     

5,058,095  

貸出金

8,841,502   

14,503,381  

レポ

29,289          

408,844     

2,111,247  

4,916,796  

303,874      

5,264,874   

有価証券デリバティブ

14,864       91,594        

1,542,640  60,021        

222            

4,425,451   

14,503,381  

3,946,968   

94,565    

101,488        5,661,878   177       

エクスポージャー

151       

-          

135,542    

648,893    

その他 (※)

264,268    

5,058,095  

2,096,383  

-          

215       

38        

17,918,452  

9,241,519    

6,713,246    

3,483,091   

2,111,247  

130,778        

4,568     1,799,540   

374,586      

2,808     

5,356,469   

-          

2,933,512   

3,306,476  

4,331,420   

-                

125,951     

5,356,469   

-                

1,922,567   

158,825    

-              

141,298    

-              

-                

645,453      

42,956       

128,110     

710,348      

-               

-          612,764    

-              

-              

5,058,095  215       

95          

-            

40,624    

27,159,971  130,778        

7,478,516    

13,209,828  

27,159,971  

4,992,905    

290,381       

6,572,403    

1,025,042    

-            

130,778        

25,403    

-                

-                

-                

87,325    

14,503,381  

12,580,814  

3,432     

2            -                

2,729     

7,565,993    

27,159,971  

期間の定めのないもの

 
(※)「その他」には預金、有形固定資産、無形固定資産等が含まれています。 
   
一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額 
 
 

引当金の種類

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金 日本

海外

特定海外債権引当勘定

引当金の種類

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金 ソブリン

金融機関

法人

個人

その他

特定海外債権引当勘定

165

-              

-               

-              

124

-              

期中増減額

-               

平成29年3月末

430            

-               

-              

128

-               

94

13,378        

-               

168            

△ 75

-              

130            

-               

業種/取引相手

地域

12,985        

 
 
業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額 

   当期において該当ありません。 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

【平成29年3月末】 
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リスク･ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後のエクスポージャー 
 

左記以外

0%

2%

10%

20%

35%

50%

75%

100%

150%

250%

1250%

その他

合計

1,939,610                

925,324                 

35,845                   

外部格付より

リスクウェイトを

決定

169,911                 

-                           

184,238                 

-                             

1,927                     

-                           

70                           

184,238                      

4,857,155                   

35,845                        

464                            

17,769                     

6,535,393              

611,539                   

83,612                     

-                             

平成29年3月末

エクスポージャーの額

-                             

169,911                      

1,927                          

-                             

-                             

-                             650,691                 

321,444                 

650,691                      

-                           

4,245,616              

9,187,996                   2,652,603                

リスク・ウェイト区分

943,093                      

394                       

2,261,055                   

-                                

83,613                        

-                                

-                             

 
 
 

4.  信用リスク削減手法に関する事項 

  
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 

 

現金

適格債券

適格株式

適格投資信託

適格金融資産担保　計

-              

14,523,022      

563,183    

平成29年3月末

7,834,301  

6,125,537  

区分

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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5. 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 

 
与信相当額の算出は、カレントエクスポージャー方式により算出しております。 
 
【平成29年3月末】 

外国為替取引

金利関連取引

株式関連取引

その他取引

クレジット・デリバティブ取引

合計 (A)

ネッティング契約による与信相当額削減効果  (B)

ネットの与信相当額  (C=A-B)

信用リスク削減手法効果勘案  (D)

現金

適格債券

適格株式

適格投資信託

担保による信用リスク削減手法勘案後のネットの与信相当額 (C-D)

598,068    

1,837,597  

3,518,884  

282,057    

368,132    

-              

225,405    

10,345      

46,306      

1,555,539  

-              

-                

26,967         

311,746        

グロス再構築コスト

1,758,105     1,388,164   

グロスのアドオン

549,356        

286,321      

与信相当額

694,656      

-                 

2,646,175     5,356,482  

341,165      

2,710,306   

3,146,269  

1,244,012  

 
 

与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額 
  
【平成29年3月末】 

 
クレジット・デフォルト・スワップ

クレジット・デリバティブの種類
プロテクション提供プロテクション購入

1,928,377   1,964,204   

想定元本額

 
 

 
信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット･デリバティブの想定元本額 

    
該当ありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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6.  証券化エクスポージャーに関する事項 

イ オリジネーターである場合の信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに 
関する事項 

   
該当ありません。 
 

ロ 投資家である場合の信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項 
 
（１） 主な原資産の種類別の内訳 

 
【平成29年3月末】 

エクスポージャーの額 うち1250%のリスクウェイト 

債権

不動産

株式

その他

合計額

-                  

-                     

564,952

-                  

うち再証券化

-                        

-                -                        

-                

-                     

うち再証券化

-                

-                

-                     

-                        -                  

-                -                     564,952 -                        

-                     -                        

主な原資産の種類

 
 

（２） リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額 
   
 【平成29年3月末】 

20％以下

20％超50％以下

50％超100％以下

100％超350％以下

350％超1250％未満

合計額

-                      

-               9,039                

-                      

-                      

564,952

-                  

-                        

-                        

-               

所要自己資本額

うち再証券化

-                  

-               

-                      -               

-               

-               

-               

-                      

-                        

うち再証券化

9,039                

-                        

564,952

-                  

1250%

-                        

-                        

エクスポージャーの額

-                  

-                        

リスク・ウェイト区分

-                  

 
 

（３）  再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無及び保証人ごと又は当該保

証人に適用されるリスク・ウェイトの区分ごとの内訳 
 
         該当ありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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ハ オリジネーターである場合のマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに 
  関する事項 
 
（１）原資産の合計額 

  
【平成29年3月期迄】 

   

債権

不動産

株式

その他

合計額

-           

-           

合成型

-            

証券化取引目的

-            

-             

-             

資産譲渡型

-           

-             

-             

保有の資産

12,911      12,911     -           

-           -            

-            

-            

12,911      

-             

12,911     

原資産の額 原資産の種類

-             

 
 
（２）当期に証券化取引を行ったエクスポージャーの概略、及び証券化取引に伴い当期中に認識した売却損 

益の額及び主な原資産の種類別の内訳 
 

【平成29年3月期】 

   

債権

不動産

株式

その他

合計額

原資産の種類

12,911      
12,911      

エクスポージャーの額

-           

-           

-           

-             

売却損益

-             

0           
0           

-             

 
 
（３）主な原資産の種類別の内訳 

 
【平成29年3月末】 

   

債権

不動産

株式

その他

合計額

主な原資産の種類

-             

エクスポージャーの額

911

-             

-             

うち再証券化

-             

-             

-             

うち再証券化

-           

うち100%のリスクウェイト

857         

-            -           

-           

-           

857         

-            

-           -             -            

-             

911

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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（４）リスクウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額 
 

【平成29年3月末】 

   

所要自己資本額

うち再証券化

3.2％以下

3.2％超 8％以下

8％超 18％以下

18％超 52％以下

52％超 100％未満

合計額

100%

リスク・ウェイト区分

-             

エクスポージャーの額

-           

-           

0

911    

-        

-        -           

-       

-       

857    

-           

53      

-       -           

-           

-           -       

うち再証券化

-             

-             

-             

-             

-             

857    

-        

-        

857    -             

 
 
（５）包括的リスクの計測対象としている証券化エクスポージャーの総額 

 
該当ありません。 
 

（６）証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額及び主な原資産の種類別の内訳 
 

【平成29年3月末】 

   

債権

不動産

株式

その他

合計額

主な原資産の種類

-                         

0                         

-                         

0                         

-                         

増加自己資本額

 
 
（７）早期償還条項付証券化エクスポージャー 

 
 該当ありません。 

 
ニ 投資家である場合のマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項 
 
（１）主な原資産の種類別の内訳 
   

【平成29年3月末】 

     

エクスポージャーの額 うち100%のリスクウェイト

債権

不動産 -  

株式 -  

その他 -  

合計額

-                      

-                      

うち再証券化

主な原資産の種類

-                     

-                     

-                  -                        

-                     

-                     

-                        

-                     

-                        -                  

-                  

13,017

13,017 -                        

うち再証券化

-                         
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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（２）リスクウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額 
 
   【平成29年3月末】                                        

3.2％以下

3.2％超 8％以下

8％超 18％以下

18％超 52％以下

52％超 100％未満

合計額

リスク・ウェイト区分

-                        

100% -                  

-                  

-                

-                        

-                        

うち再証券化

エクスポージャーの額

-                  

-                        

-                        

-                        

-                  

-                     

208            

-                

-                     

-                     -                

13,017

-                     

-                     -                

所要自己資本額

うち再証券化

-                     208            

-                

-                     

-                  

-                        13,017  
 
（３）包括的リスクの計測対象としている証券化エクスポージャーの総額 
 
   該当ありません。 
 

７.  マーケット・リスクに関する事項    

 
内部モデル方式におけるVaRの状況は以下の通りです。 
 
算出の前提 
ヒストリカル・シミュレーション法 

    保有期間 10日 信頼水準 99% 
 
【平成29年3月末】 

 

期末値

最高値

平均値

最低値

5,382          11,002       

ストレスVａRの額

2,583          

18,178       

4,909         

7,744         

15,065        

4,867          

VａRの額

 
 

バック・テスティング超過回数 3回  
(注)バック・テスティング 
 VaRのモデルの正確性を検証するための手法の一つであり、保有期間1日のVaRと日次の 
仮想損益を比較する方法を行っております。 

  バック・テスティング超過回数は、所定の期間において損失額がVaRを上回った回数です。 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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８.  トレーディング業務以外の出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項 

 
イ 連結貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る連結貸借対照表計上額 
 

上記以外の出資等又は株式等エクスポージャー

平成29年3月末

152,405                        

時価

102,290                         

152,405                         

連結貸借対照表計上額

上場している出資等又は株式等エクスポージャー

 
（注）上場株式等以外の出資等エクスポージャーは市場価格がなく時価を把握することが極めて困難なため時価開示の 

対象外としています。 
 

ロ 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 

償却

22,523                                   529                                         

売却益 売却損

58                                        

平成29年3月末

 
 
ハ 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額 
 

  評価損益の額 69,497                      

平成29年3月末 

 
  (注) 時価のある株式等について記載しています。 
 
ニ 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額 
 

   
74,450                      

平成29年3月末 

評価損益の額  
(注) 時価のある関連会社株式等について記載しています。 

 
ホ 連結自己資本規制比率告示附則第 6 条の規定が適用される株式等エクスポージャーの額及び株式等エク

スポージャーのポートフォリオの区分ごとの額 
   

該当ありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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９. 信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額 

該当ありません。 
 
 

１０.  トレーディング業務以外の取引から生じる金利リスクに関して会社グループが内部管理上使用   

した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額 
 
【平成29年3月末】 
トレーディング業務以外の取引から生じる金利リスクに関して 
 
（１）金融資産及び金融負債（銀行業務を行う子会社が保有する金融資産及び金融負債除く） 
金利が 10 ベーシスポイント（0.1％）変動したものと想定した場合、「社債」及び「長期借入金」の時価が

合計で36億円変動するものと把握しております。 
 
（２）銀行業務を行う子会社で保有する金融資産及び金融負債 
銀行業務を行う子会社では、金融資産及び金融負債について、金利以外の全てのリスク変数が一定であると

仮定した場合の金利変動による経済価値は、15億円減少するものと把握しております。 
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連結レバレッジ比率 

１. 連結レバレッジ比率の構成に関する開示 

（１）

11,334,368 11,191,385

1a 1 連結貸借対照表における総資産の額 19,827,296 20,420,818

1b 2 連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額（△） - -

1c 7 - -

1d 3 8,492,928 9,229,433

7 Tier1 資本に係る調整項目の額（△） 101,137 64,848

オン・バランス資産の額 （イ） 11,233,231 11,126,537

（２）

デリバティブ取引等に関する再構築コストの額 500,144 656,938

デリバティブ取引等に関するアドオンの額 1,303,547 1,144,044

デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額 254,647 279,118

- -

125,683 149,476

1,964,204 2,200,308

1,693,399 1,753,296

4 デリバティブ取引等に関する額 （ロ） 2,203,460 2,377,636

（３）

レポ取引等に関する資産の額 6,792,105 6,531,364

レポ取引等に関する資産の額から控除した額（△） 1,335,036 1,569,600

レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額 153,878 140,262

代理取引のエクスポージャーの額

5 レポ取引等に関する額 （ハ） 5,610,947 5,102,026

（４）

オフ・バランス取引の想定元本の額 53,673 56,650

オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額（△） 10,673 8,499

6 オフ・バランス取引に関する額 （ニ） 43,000 48,151

（５）

資本の額 （ホ） 1,131,194 1,117,436

8 総エクスポージャーの額（（イ）＋（ロ）＋（ハ）＋（ニ）） （ヘ） 19,090,638 18,654,350

連結レバレッジ比率（（ホ）／（へ）） 5.92% 5.99%

15

16

　レポ取引等に関する額

12

13

14

21

22

18

　オフ・バランス取引に関する額

19

　連結レバレッジ比率

17

20

11

連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して現金

で差し入れた証拠金の対価の額

デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額

のうち控除する額（△）

清算会員である最終指定親会社等が補償を義務付けられていない顧客と

のトレード・エクスポージャーの額（△）

クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整

後想定元本の額

クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整

後想定元本の額から控除した額（△）

7

8

9

10

6

2

項目

3

　デリバティブ取引等に関する額

4

5

連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子会社の資産の額（連結貸借対照表

における総資産の額に含まれる額を除く。）

連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資産

の額（△）

平成２８年３月末

　オン・バランス資産の額

調整項目控除前のオン・バランス資産の額1

国際様式

（表2）の

該当番号

平成２９年３月末

国際様式

（表1）の

該当番号

  

２. 前事業年度の連結レバレッジ比率との間に著しい差異を生じた原因 

当事業年度と前事業年度の連結レバレッジ比率との間に著しい差異はございません。 
 
 

(単位 百万円, ％,) 
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自己資本調達手段に関する契約内容の概要 

 

1 発行者 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額への算

入に係る取扱い
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 1,161,825百万円

9 額面総額 －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 株主資本

11 発行日 －

12 償還期限の有無 無

13 その日付 －

14 償還等を可能とする特約の有無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動

18 配当率又は利率　 －

19 配当等停止条項の有無　 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特約の有

無
無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合　 －

25 転換の範囲　 －

26 転換の比率　 －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 －

30 元本の削減に係る特約の有無  無

31 元本の削減が生じる場合  －

32 元本の削減が生じる範囲  －

33 元本回復特約の有無       －

34 　その概要 －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更について優

先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を有するも

のの名称又は種類

一般債務

36 非充足資本要件の有無  無

37 非充足資本要件の内容  －  
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1 発行者 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2006年７月発行新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 209百万円

9 額面総額 －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権

11 発行日 2006年7月1日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2026年6月30日

14 償還等を可能とする特約の有無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動

18 配当率又は利率　 －

19 配当等停止条項の有無　 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合　 －

25 転換の範囲　 －

26 転換の比率　 －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 －

30 元本の削減に係る特約の有無  無

31 元本の削減が生じる場合  －

32 元本の削減が生じる範囲  －

33 元本回復特約の有無       －

34 　その概要 －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務

36 非充足資本要件の有無  無

37 非充足資本要件の内容  －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2007年７月発行新株予約権 第４回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 244百万円 811百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2007年7月1日 2007年9月3日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2027年6月30日 2017年6月22日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  

 

 

 

 



30 

1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2008年7月発行新株予約権 第5回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 228百万円 637百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2008年7月1日 2008年9月8日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2028年6月30日 2018年6月20日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2009年7月発行新株予約権 第6回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 299百万円 291百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2009年7月1日 2009年11月9日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2029年6月30日 2019年6月19日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2010年7月発行新株予約権 第7回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 347百万円 291百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2010年7月1日 2010年9月1日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2030年6月30日 2020年6月25日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2011年7月発行新株予約権 第8回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 397百万円 304百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2011年7月1日 2011年9月5日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2031年6月30日 2021年6月24日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  

 

 

 

 



34 

1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2013年2月発行新株予約権 第9回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 448百万円 1,155百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2013年2月12日 2013年2月12日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2032年6月30日 2022年6月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2014年2月発行新株予約権 第10回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 370百万円 839百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2014年2月10日 2014年2月10日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2033年6月30日 2023年6月25日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2015年2月発行新株予約権 第11回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 389百万円 501百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2015年2月9日 2015年2月9日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2034年6月30日 2024年6月25日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2016年2月発行新株予約権 第12回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 385百万円 134百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2016年2月8日 2016年2月8日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2035年6月30日 2025年6月24日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目の

額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額へ

の算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る基

礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2017年2月発行新株予約権 第13回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 406百万円 34百万円

9 額面総額 － －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11 発行日 2017年2月8日 2017年2月8日

12 償還期限の有無 有 有

13 その日付 2036年6月30日 2026年6月27日

14 償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める特

約の有無
無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30 元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につい

て優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内容を

有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
 

以 上 


